
こども・若者、子育て家庭を
取り巻く状況について

資料３

※本資料は、白書等から主たるデータを抜粋したものであり、こども・若者に関するデータすべてを網羅するものではない。



①人口構造、こども・若者の数



日本の人口構造

 社会全体の中で、年少人口割合（0-14歳割合）は年々低下。2050年以降、10%未満の水準になる。
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資料：2020年までは総務省「国勢調査」（2015、2020年は不詳補完値による。）、2022年は厚生労働省「人口動態統計（概数）」、2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計
人口（令和５年推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果から作成。
注：1. 2015年及び2020年の年齢階級別人口は不詳補完値によるため、年齢不詳は存在しない。2025年以降の年齢階級別人口は総務省統計局「令和２年国勢調査 年齢・国籍不詳をあん分
した人口（参考表）」による年齢不詳をあん分した人口に基づいて算出されていることから、年齢不詳は存在しない。なお、1950～2010年の年少人口割合の算出には分母から年齢不詳を除い
ている。ただし、1950年及び1955年において割合を算出する際には、下記の注釈における沖縄県の一部の人口を不詳には含めないものとする。

2. 沖縄県の1950年70歳以上の外国人136人（男55人、女81人）及び1955年70歳以上23,328人（男8,090人、女15,238人）は65～74歳、75歳以上の人口から除き、不詳に含めている。
3. 百分率は、小数点第2位を四捨五入して、小数第1位までを表示した。このため、内訳の合計が100.0%にならない場合がある。

実績値 推計値
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資料：総務省「令和２年国勢調査」（2020年10月時点）を元に内閣府作成。

 2020年10月時点で、20代人口は40代人口の３分の２程度となっている。

（万人）

20代人口
の水準
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こどものいる世帯の状況

 こどものいる世帯の数は、令和４年で約992万世帯。(全世帯の18.3％)
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（出典）厚生労働省「国民生活基礎調査」
（注）1.平成28年の数値は、熊本県を除いたものである。

2. 「児童」は18歳未満の未婚の者をいう。
3.令和２年は調査を実施していない。
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出生数と合計特殊出生率の推移

年 1949年 1973年 1989年 2005年 2021年 2022年

出生数 269万
6,638人 … 209万

1,983人 … 124万
6,802人 … 106万

2,530人 … 81万
1,622人

77万747人
（概数）

合計特殊
出生率 4.32 2.14 1.57 1.26 1.30 1.26

（概数）

 2022年の出生数（概数）は77万747人。
 対前年比▲5.0％となり、初めて80万人を下回った。
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第2次ベビーブーム
（1971～74年）

1973年 2,091,983人

1989年
合計特殊出生率1.57 2005年

最低の合計特殊出生率
1.26

2022年（概数）
最少の出生数 770,747人
最低の合計特殊出生率 1.26

資料：厚生労働省「人口動態統計」

（万人）

（年 ）

1.26

最高の出生数
1949年 2,696,638人
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2030年代を境に加速度的に急減する若年人口
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資料：厚生労働省「人口動態統計」を基に作成

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2051

 2030年代に入ると、我が国の若年人口は現在の倍速で急減し、少子化はもはや歯止めの利かない状況に。
 2030年代に入るまでのこれからの６～７年が、少子化傾向を反転できるかどうかのラストチャンス。

上記年に生まれたこどもが30歳になる年

（％ ）

2030年時点の年齢 30代 20代 10代

（年）

（年）

（年）
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②乳幼児期～学童期～思春期～青年期



 ０～２歳児は約6割が未就園。4歳以降は、ほぼ保育園・幼稚園・認定こども園に通園。
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※該当年齢人口は総務省統計局による人口推計年報（令和元年10月１日現在）より。なお、各年齢の数値は、人口推計年報における当該年齢と当該年齢より１歳上の年齢の数値を合計し、２で除して算出したもの。
※幼保連携型認定こども園の数値は令和元年度「認定こども園に関する状況調査」（平成３１年4月1日現在）より。
※「幼稚園」には特別支援学校幼稚部、幼稚園型認定こども園も含む。数値は令和元年度「学校基本調査」（確定値、令和元年５月１日現在）より。
※保育園の数値は令和元年の「待機児童数調査」（平成３１年４月１日現在）より。なお、「保育園」には地方裁量型認定こども園、保育所型認定こども園、特定地域型保育事業も含む。４歳と５歳の数値については、 「待機児童数調

査」 の４歳以上の数値を「社会福祉施設等調査」（平成３０年10月１日現在）の年齢別の保育所、保育所型認定こども園、地域型保育事業所の利用者数比により按分したもの。
※「推計未就園児数」は、該当年齢人口から幼稚園在園者数、保育園在園者数及び、幼保連携型認定こども園在園者数を差し引いて推計したものである。このため、企業主導型保育事業や認可外保育施設を利用する児童を含む。
※四捨五入の関係により、合計が合わない場合がある。

幼稚園児

幼保連携型認定こども園児

92万人 95万人 98万人98万人 97万人 99万人（%）該当年齢人口

保育園児

未就園児
※企業主導型保育事業や認可外保育施設を利用している児童を含む

13万人
（14％）

35万人
（37％）
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（42％）

42万人
（43％）

42万人
（43％）

41万人
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2万人（３％）

８万人（８％）
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（16％）
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（49％）

５万人（5％）
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41万人
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（17％）

未就学児の年齢別の状況

資料：令和４年９月28日全世代型社会保障構築会議資料を基に一部加工。 9



初等中等教育機関の在学者数

区分 計 国立 公立 私立

小学校 6,151,305 36,041 6,035,384 79,880

中学校 3,205,220 27,156 2,931,722 246,342

義務教育学校 67,799 3,782 63,789 228

高等学校 2,956,900 8,172 1,933,568 1,015,160

中等教育学校 33,367 2,876 23,411 7,080

特別支援学校 148,635 2,902 144,858 875

専修学校 635,574 276 22,452 612,846

各種学校 102,108 - 444 101,664

（出典）文部科学省 「令和４年度学校基本調査」

◆小学校の在学者数は約620万人、中学校の在学者数は約320万人、高校の在学者数は約300万人

（人）
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（１）全体

（４）推移

（出典）文部科学省「学校基本調査」
（注）１．中等教育学校後期課程卒業
者を含む。

２．進学し、かつ就職している者
は、「就職」に計上し、「大学・短期大
学、公共職業能力開発施設等進学」
から除いている。

（２）男性 （３）女性

大学、専修学校、公共職業

能力開発施設等進学

801,982人
80.9%

就職
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25,169人
5.0%

不詳
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 高等学校卒業者の状況は、大学、専修学校、公共職業能力開発施設等進学がおおよそ７～８割となって
いる。

高等学校卒業者（令和４年３月）の状況
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平成12年（76,464人）

アメリカ合衆国
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中国
17.2%

台湾, 12.0%

イギリス, 
6.6%

オーストラリア, 
6.4%
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カナダ, 4.3%

韓国, 4.2%

ブラジル, 3.4%

フランス, 2.6%

その他, 10.4%

令和２年（42,709人）

（出典）以下の複数の統計を基に文部科学省が集計したもの

・OECD 「Education at a Glance」及びユネスコ統計局2013年統計より，高等教育機関に在籍する外国人留学生（勉学を目的として前居住国・出身国から他の国に移り住んだ

学生で、学位取得を目的とした留学をしている学生）が対象交換留学等短期の留学は含まない。2012年統計までは、外国人学生（受入れ国の国籍を持たない学生）が対象

・Institute for International Education(IIE)“Open Doors”米国の高等教育機関に在籍している、米国市民（永住権を有する者を含む）以外の者

・中国教育部学生ビザ（Ｘビザ（留学期間が180日以上））または訪問ビザ（滞在180日未満）などで中国の大学に在学している者

・台湾教育部 台湾の高等教育機関に在籍している者（短期留学生を含む）

・インドネシア教育文化研究技術省 高等教育機関に在籍している学位取得プログラムを履修する者。

・タイ高等教育・科学技術・イノベーション省 留学査証にて、高等教育機関に在籍している外国人学生

日本人の海外留学状況

 日本人の海外留学者数は、平成16年をピークに減少傾向となっており、近年は横ばいで推移していたが、
令和２年は新型コロナウイルス感染症拡大の影響もあり、大きく減少。
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（出典）独立行政法人国立青少年教育振興機構「青少年の体験活動等に関する意識調査（令和元年度調査)」
（注）平成23年度及び平成25年度、平成27年度、平成29年度、平成30年度は調査が実施されていない。

 学校以外の団体が行う自然体験活動への参加率は50％程度にとどまっている。

学校以外の団体などが行う自然体験活動への参加率（小学生）
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（出典）独立行政法人国立青少年教育振興機構「青少年の体験活動等に関する意識調査（令和元年度調査）」をもとに再集計
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 自然体験・生活体験を多く行ったこどもほど自立的行動習慣が身についている傾向が見られる。

自然体験・生活体験と自立的行動習慣との関係
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 近年、特に20代の若者において、主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日２回以上食べている人の
割合が低い。
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主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を1日2回以上ほぼ毎日食べている人の割合

20代 30代 全世代（総数）

(%)

(年度)

（出典）農林水産省（平成２７年度までは内閣府）「食育に関する意識調査」
（注）1．平成25年度は、本問についての調査は実施していない。

2．新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえ、令和２年度以降は調査方法を「郵送及びインターネットを
用いた自記式」に変更して実施（令和元年度までは「調査員による個別面接聴取」）。

主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を1日2回以上ほぼ毎日食べている人の割合
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（出典）文部科学省「学校保健統計」
（注）１．平成18年度から算出方法が変更となっている。

２．性別， 年齢別， 身長別標準体重から肥満度を算出し， 肥満度が20％ 以上の者が肥満傾向児， － 20％ 以下の者が痩身傾向児。
３．高校生は平成18年度から調査されている。
４．令和２年度・令和３年度の数値については調査時期の影響が含まれるため、令和元年度までの数値と単純な比較はできない。
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 令和２年度では、肥満傾向児及び痩身傾向児の割合に増加傾向が見られる年齢層があった。

肥満傾向児・痩身傾向児の出現率
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（出典）内閣府「令和４年度青少年のインターネット利用環境実態調査 調査結果」
（注）１．調査対象は、満１０歳から満１７歳までの青少年（以下「第5-13図」まで同じ）。
（注）２．令和３年度調査からインターネットを利用している機器を変更。
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 青少年の98.5％が、インターネットを利用していると回答。
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（出典）内閣府「令和４年度青少年のインターネット利用環境実態調査 調査結果」
（注）１．令和３年度調査から「インターネットを利用している機器」を変更

２．「スマートフォン（計）」は、「スマートフォン」、「契約していないスマートフォン」のいずれかを利用すると回答した青少年。平成28年度から令和２年度までは、 「スマートフォン（計）」は、 「スマー
トフォン」、「格安スマートフォン」、「子供向けスマートフォン」、「契約切れスマートフォン（平成28年度から平成29年度までは、携帯電話の契約が切れたスマートフォン）」のいずれかを利用すると
回答した青少年。「パソコン(計)」は、「ノートパソコン」、「デスクトップパソコン」のいずれかを利用すると回答した青少年。「タブレット(計)」は、「タブレット」、「学習用タブレット」、「子供向け娯楽用
タブレット」のいずれかを利用すると回答した青少年。複数の機器を使用している場合もあるため（計）は、合計値が100％とならない。

３．インターネット利用率についての質問形式は、平成28年度から平成29年度までは「青少年に調査した15機器のうち、いずれかの機器でのインターネット利用の有無」を問う設問であり、平成
30年度以降の「インターネット利用の有無」を問う設問と相違があるため、平成29年度までの調査結果とは直接比較できない。
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 インターネット利用は、小学生・中学生・高校生とも97％以上。
 令和４年度はGIGA端末の利用割合が前年度から増加。

機器ごとのインターネット利用状況（平成２８年度から令和４年度）
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（出典）内閣府「令和４年度青少年のインターネット利用環境実態調査 調査結果」

インターネットの利用時間（平日１日当たり）（令和４年度）

 インターネットを利用すると回答した青少年の平均利用時間は、前年度と比べ17分増加し、約４時間
41分。
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〇在宅で生活している障害児（１８歳未満）：約２８．２万人（平成２８年調査） ※18歳未満人口の１．４％

身体障害のある児： ６．８万人 （平成２３年調査： ７．３万人）

知的障害のある児：２１．４万人 （同 ：１５．２万人）

※施設に入所している障害児：１．６万人（令和３年調査） （平成２４年調査：１．５万人）

※２０歳未満で精神障害の患者数：外来５９．５万人、入院０．４万人 （令和２年調査）

（平成２３年調査：外来１７．６万人、入院０．３万人）

〇障害児通所支援の利用者数：約４５．７万人（令和４年度）

児童発達支援 ：１５．１万人 （平成２４年度の３．２倍）

放課後等デイサービス：３０．６万人 （同 ５．７倍）

〇特別支援教育を受ける児童生徒数（令和４年度 ※通級は令和２年度）

特別支援学校（幼小中高） ：１４．９万人 （平成２４年度の１．１倍） ※全児童生徒の０．９％（小中）

特別支援学級（小中） ：３５．３万人 （同 ２．１倍） ※全児童生徒の３．７％

通級による指導（小中高） ：１８．４万人 （同 ２．３倍） ※全児童生徒の１．９％（小中）

〇通常の学級に在籍する「学習面又は行動面で著しい困難を示す」とされた児童生徒の割合（令和４年調査）

小学校・中学校：８．８％ （平成２４年調査：６．５％）

高等学校 ：２．２％

〇在宅の医療的ケア児数：約２．０万人（令和３年） （平成２４年：約１．４万人）

厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」「患者調査」「社会福祉施設等調査」、文部科学省「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒
に関する調査」等のデータを元にこども家庭庁作成。

障害児等の数
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ひとり親家庭 全世帯

高校等への進学率 94.7% 98.9%

大学等への進学率 65.3% 83.8%

（１）こどものいる世帯の１世帯当たりの平均所得（令和３年）

（万円）

（出典）厚生労働省「令和４年国民生活基礎調査」
（注）「こども」は18歳未満の未婚の者をいう。

（２）ひとり親家庭のこどもの進学率

(出典)ひとり親家庭：「令和３年度全国ひとり親世帯等調査」、全世帯：「令和３年度学校基本調査」を基に算出。
(注)1. 「ひとり親家庭」において、「高校等」とは、高等学校、高等専門学校を、「大学等」とは、大学、短期大学、専修学校、各種学校をいう。

2. 「全世帯」において、「高校等」とは、高等学校、高等専門学校、中等教育学校の後期課程、特別支援学校の高等部、専修学校の高等課程を、「大学等」とは、
大学、短期大学、高等学校・特別支援学校高等部の専攻科、専修学校（高等課程を除く）、各種学校をいう。

 ひとり親家庭の平均所得は、他のこどものいる世帯と比べて大きく下回っており、こどもの大学進学率
が低い。

ひとり親家庭の現状

 夫婦と未婚の子のみの世帯 802
 ひとり親と未婚の子のみの世帯 331.7
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 ひとり親世帯の１～２割が電気、ガス、水道料金の未払い経験があると回答。また３～４割が食料又は衣服
が買えない経験があると回答。いずれもこどもがいる全世帯と比べて高い割合となっている。

 ひとり親世帯及び等価可処分所得第Ⅰ～Ⅲ十分位に属する世帯（低所得世帯）のうち、１割弱が重要な事柄
の相談について、２割強がいざという時のお金の援助について、頼れる人がいないと回答。

※国立社会保障・人口問題研究所「生活と支え合いに関する調査」（内閣府からの依頼による特別集計）をもとに作成。
※「等価可処分所得第Ⅰ～Ⅲ十分位」とは、世帯を等価可処分所得（世帯人員数を勘案した世帯の可処分所得）の低い順に並べてそれぞれ

の世帯数が等しくなるように10等分したうちの、低い方から数えて３グル－プのこと。低所得世帯の代替指標となっている。

（％）

重要な事柄の相談 いざという時のお金の援助

ひとり親世帯 8.9 25.9

等価可処分所得
第Ⅰ～Ⅲ十分位

7.2 20.4

こどもがある世帯の世帯員で頼れる人がいないと答えた人の割合（平成29年）

食料又は衣服が買えない経験（平成29年）電気、ガス、水道料金の未払い経験（平成29年）

電気 ガス 水道

ひとり親世帯 14.8 17.2 13.8

子供がある全世帯 5.3 6.2 5.3

（％）

食料 衣服

ひとり親世帯 34.9 39.7

子供がある全世帯 16.9 20.9

（％）

ひとり親世帯等の生活に関する指標
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 ひとり親家庭の親の就業率は、上昇傾向にある。
 ひとり親家庭の親の正規の職員・従業員の割合も、上昇傾向にある。

ひとり親家庭の親の就業率 ひとり親家庭の親の正規の職員・従業員の割合

※総務省「国勢調査」をもとに作成。

男女別の就業率
（総務省「労働力調査」）

女性：51.8％、男性：69.3％（15歳以上）
女性：70.6％、男性：83.8％（15～64歳）
（いずれも令和２年）

男女別の正規の職員・従業員の割合
（総務省「労働力調査」）

女性：45.6％、男性：77.8％（15歳以上）
女性：48.2％、男性：83.1％（15～64歳）
（いずれも令和２年）

【参考：全体（15歳以上／15～64歳）】（算出方法が異なることに留意。）
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 ひとり親家庭のうち養育費の取決めをしている割合は上昇している。
 ひとり親家庭のうち養育費を受け取っていないこどもの割合は、低下傾向にある。

ひとり親家庭のうち養育費の取決めをしている割合

※厚生労働省「全国ひとり親世帯等調査（旧全国母子世帯等調査）」をもとに作成。
※ひとり親家庭のうち養育費を受け取っていないこどもの割合については、特別集計により算出。

ひとり親家庭のうち養育費を受け取っていないこどもの割合
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※厚生労働省「国民生活基礎調査」、総務省「全国家計構造調査
（旧全国消費実態調査）」をもとに作成。
※「国民生活基礎調査」における「新基準」のH30年及びR3の数値は、
2015年に改定されたＯＥＣＤの所得定義の新たな基準で算定した数値。
それ以外は当該改定前の旧基準に基づく数値。

子供の貧困率の推移

 国民生活基礎調査に基づくこどもの貧困率は、直近値では、2.5％ポイント低下している。
 全国家計構造調査に基づくこどもの貧困率は、直近値では、0.4％ポイント上昇している。
 国民生活基礎調査に基づくひとり親世帯の貧困率は、直近値では、3.8％ポイント低下している。
 全国家計構造調査に基づくひとり親世帯の貧困率は、直近値では、9.3％ポイント上昇している。

相対的貧困率
（厚生労働省「国民生活基礎調査」）

15.4％
（令和３年）

相対的貧困率
（総務省「全国家計構造調査」）

9.5％
（令和元年）

【参考：全体】
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 ひとり親家庭のこどもの進学率（高等学校等卒業後）は上昇している。

ひとり親家庭のこどもの就園率（保育所・幼稚園等） ※厚生労働省「全国ひとり親世帯等調査（旧全国母子世帯等調査）」を
もとに作成。

※ひとり親家庭のこどもの就園率（保育所・幼稚園等）について、平成23
年度は、幼稚園・保育所のみ、平成28年度は、幼稚園・保育所に加え、
認定こども園を含む。なお、H23年度調査については、参考値のため、
括弧書きとしている。

ひとり親家庭のこどもの進学率（中学校卒業後） ひとり親家庭のこどもの進学率（高等学校等卒業後）
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【参考：全体】（算出方法が異なることに留意。）

ひとり親家庭のこどもの進学率に関する指標

高等学校等への進学率
（文部科学省「学校基本調査」）

98.8％
（令和４年５月１日現在）

大学等への進学率
（文部科学省「学校基本調査」）

83.8％
（令和４年５月１日現在）
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 生活保護世帯に属するこどもの高等学校等進学率は、近年、横ばいである。
 生活保護世帯に属するこどもの大学等進学率は、上昇傾向にある。

生活保護世帯に属するこどもの高等学校等進学率

※「厚生労働省社会・援護局保護課調べ」をもとに作成。
なお、平成25年度 ＝被保護者のうち中学校（特別支援学校中学部を除く）卒業者のうち、高等学校、高等専門学校又は専修学校の高等課程

に入学した者の占める割合
平成26年度以降＝被保護者のうち中学校（特別支援学校中学部を含む）卒業者のうち、高等学校、高等専門学校、専修学校の高等課程

に入学した者の占める割合

生活保護世帯に属するこどもの大学等進学率

【参考：全体】（算出方法が異なることに留意。）

生活保護世帯のこどもの進学率に関する指標
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高等学校等への進学率
（文部科学省「学校基本調査」）

98.8％
（令和４年５月１日現在）

大学等への進学率
（文部科学省「学校基本調査」）

83.8％
（令和４年５月１日現在）
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児童養護施設のこどもの進学率（中学校卒業後）

※「厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課調べ」をもとに作成。

児童養護施設のこどもの進学率（高等学校等卒業後）

【参考：全体】（算出方法が異なることに留意。）

児童養護施設のこどもの進学率に関する指標
 児童養護施設のこどもの進学率（中学校卒業後）は、上昇傾向にあったが、低下し、再び上昇傾向に

転じている。
 児童養護施設のこどもの進学率（高等学校等卒業後）は、上昇傾向にあったが、低下し、再び上昇傾

向に転じている。
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98.8％
（令和４年５月１日現在）

大学等への進学率
（文部科学省「学校基本調査」）

83.8％
（令和４年５月１日現在）
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 小・中・高等学校及び特別支援学校におけるいじめの認知件数は615,351件（前年度517,163件）
であり、前年度に比べ98,188件（19.0％）増加している。

 児童生徒1,000人当たりの認知件数は47.7件（前年度39.7件）である。
 年度末時点でのいじめの状況について、解消しているものは493,154件（８０．１％）であった。

いじめの状況について

▍ ▍
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